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　しかし，1950（昭和 25）年の朝鮮戦争を契機とする特需を過ぎた 1953（昭和 28）年からは，
石炭産業は厳しい不況に陥った．世界の潮流として，石炭エネルギーから石油エネルギーへの転
換が進む中，政府は 1955（昭和 30）年 5 月に石炭鉱業合理化臨時措置法案を閣議決定，8 月に
同法を制定した．この時期を境に，日本でも石炭から石油へのエネルギー転換政策がとられるこ










































































和 19）年にはほぼ 6 割を占めていた．
　第二次大戦後，1946（昭和 21）年 12 月 7 日に閣議決定された「緊急事態ニ対処スル石炭生産
増強方策大綱」は，前述したように，石炭産業を戦後復興の最重要産業として位置づけた．これ
により，石炭産業は，鉄鋼・電力と並び傾斜生産方式による増産体制に入った．筑豊の炭鉱にお





（昭和 26）年には炭鉱の数が増え，265 鉱に達している．一方で，労働者数は，1949（昭和 24）
年からの 2 年間で約 3 万人減，1951（昭和 26）年に約 5 千人の増員となったが，翌年から再び
減員し，さらに 1953（昭和 28）年から翌年にかけて石炭産業が一転厳しい不況に陥ると，2 年
間で約 3 万人の大幅な減員をしている．1956（昭和 31）年から 1957（昭和 32）年の好景気を受
けて炭鉱労働者数に若干増加がみられたのを最後に，中小炭鉱が多い筑豊では，炭鉱の倒産や大
手への吸収が進み，1958（昭和 33）年には一気に 45 の炭鉱が休山・廃止となり，年間 8 千人を





が労務していたが，1953（昭和 28）年には 247 鉱，約 10 万 2 千人，1954（昭和 29 年）には 216
鉱，約 9 万 1 千人に減少している（表 3）．
　世界の潮流として石炭から石油へのエネルギー転換が進む中，政府は 1955（昭和 30）年 5 月






表 3　筑豊炭田における炭鉱数，労務者数の推移（昭和 23 年度～ 35 年度）

















































































































































1956 年 21 3,359 人
1957 年 18 3,506 人
1958 年 13 2,993 人
1959 年 19 3,875 人







大を招くこととなった．福岡県内における 1956（昭和 31）年から 1959（昭和 34）年までの炭鉱
の買上は 71 鉱，これによる炭鉱離職者は 13,733 人に及んでいる（表 4）．
　1955（昭和 30）年の石炭鉱業合理化臨時措置法案にあわせて，政府は「石炭鉱業の合理化に

















鉱労務者数が急減した．1958（昭和 38）年には前年比で 45 鉱，8,461 人減，1959（昭和 34）年














　福岡県総務部企画室の季報第 20 号「石炭鉱業合理化と離職者対策」（1959 年 3 月）によると，
1955（昭和 30）年の石炭鉱業合理化臨時措置法施行から 1958（昭和 33）年 12 月末までの炭鉱
買い上げによる県内の離職者数は 12,916 人であり，炭鉱地域である田川，飯塚，直方の職業安
定所管内の 3 地区で 10,033 人，実に 77.7％を占めている．そのうち自力または縁故によって転
職した者は 4,137 人（32％），自営帰郷・転居を含む離職対策を要しない者が 5,372 人（42％）
である一方，職業安定所の紹介による就職者は 647 人（5％）にすぎず，転向不明者が 4,147 人
（32％）も存在していた．
　また，同報において報告された買上炭鉱付属の炭住居住世帯の生活保護率は 62.4‰であり，















一般 合理化法 廃山 休山 縮小 不払い 遅払い 炭鉱計
58 1,213   822 486 115 172 23  19  7 － 336




33 年 4 月 34 年 6 月






































体が圧倒的に不足していることがわかる．離職者全体の 5 割強しか就職できず，働き盛りの 30
歳未満層でさえ約 65% しか就職できておらず，しかもそのうち常用雇用は 6 割以下にとどまっ
ている．また，筑豊地域の求人数に対する求職者数（殺到率）の推移をみると，1959（昭和 34）



























































註　1）労働省「労働白書」1960 年版 P. 93
　　2）原資料は労働者「筑豊地区石炭鉱業離職者実態調査」で昭
和 32 年 4 月～ 34 年 3 月までの 2 年間に失業保険金を支給






























































の生活状況は，窮状を極めていく．1959（昭和 34）年 12 月に九州大学医学部が実施した筑豊炭
坑地帯巡回診療調査では，劣悪な生活環境が報告されている．なかでも閉山後の炭住地域におけ
る共同井戸の水質検査は，安全な飲料水の確保すら困難な実態を明らかにしている．11 炭住地










未納者は，1959 年 4 月の 12,830 人（7.4％）が 10 月には 23,150 人（13.3％）に増加している．
在籍児童生徒の 40％強が炭鉱関係の子弟であり，失業者の子弟は約 20％であった．また，10 月
現在で 1 カ月 5 日以上欠席した長欠者は，県全体で 6,851 人であるのに対し，この地区では 3,906
人に及んでいる．さらに 1 カ月のうち 5 日以上弁当を持参しない欠食児童生徒は，小学校 1,716








井戸 5 23 28
水道水源 1 2 3
水道水 1 2 3
汲みだめの水 0 3 3
用水（水枯れの時飲料水にする） 0 3 3




























務め，県議会議長など副会長 6 名，事務局長に社会党県議会議員，幹事 50 名で構成されており，
幹事のうち 10 名は労働組合からの選出であった．














　黒い羽根運動は，1960（昭和 35）年 4 月までの半年余，募金運動を展開した．その結果集まっ
た募金は表 11 に示すように，本部約 2 千 600 万円をはじめ，東京，大阪分を含めて計約 3 千






年表　昭和戦後編』23 の 1959 年欄には，12 月 7 日に「黒い羽根運動本部，炭鉱の欠食児童 4700
人に給食クラッカー配分」という記録がある．また，失業者世帯の子どもたちの様子がテレビな
表 10　黒い羽根救援物資の内訳　⑴
品　　　目 数　　　量 換　価　基　礎 金　　　額（円）
衣 類
小 麦 粉
乾 う ど ん




乾 燥 ラ ー メ ン
薬 品
学 習 図 書
石 鹸






9 万ポンド　 　900 袋








１袋　  　2,200 円
１ケース 　970 円
１袋　  　3,500 円























他がある．（昭和 34. 9. 10 ～ 35. 4. 30）
本 部 募 金 分
東 京 事 務 局 分





















































金の体制をとり，第１回の 1947（昭和 22）年と第 9 回の 1955（昭和 30）年を比べると募金実績










付の第 1 位は社会事業の 48.3％で，次に教育・PTA（17.2％），災害救援（9.2％）と続いており，
社会事業への関心の高さが示された．ただし，一方では社会事業に対する寄付額は，宗教・祭礼
の 24.6% に次ぐ第 2 位（21.8％）であり，支持率に比べて寄付額の低さが特徴であった．また，
「寄付の額が家計にひびかない」とするものが全体の 89.2% であることから，より必要性の感じ
られる明確な使途があれば，寄付を増加させる可能性をもっていることが推測された．




















部数は 1955（昭和 30）年度に 2268 万部から 1959（昭和 34）年度には 2374 万部，さらに 1960
年度には 2810 万部と大きく部数を伸ばしている．さらには，1952（昭和 27）年に始まったテレ












































　事業は 8 次にわたって実施され，井戸 65 か所 3,918 世帯，簡易水道 10 か所 1,792 世帯，浴場












































































































































































託 児 所 1
共同便所 2


















































































































































　そこでは，①炭鉱離職者の増加は進み，県内の中小炭鉱の常用労働者が 1952 年 4 月から 1960
年 4 月には約 1 万 8 千人（36％）減じた，②石炭鉱業合理化事業団による炭鉱の買上が進んでい
る，③炭鉱離職者の増大により 1960 年 8 月には生活保護率が全国第 1 位になった，④筑豊地区
の生活保護率は 1958 年 3 月に比べ 2 倍以上（1960 年 4 月）となり，住宅扶助の伸びが著しい，
⑤炭鉱離職者の増大に伴い求職者が増加したが，県外就職を含め再就職が困難，⑥日雇労働者が
増大し，筑豊地域では 1954 年の 9 倍以上となっている，などの報告がなされている．さらに石



































られている．約 6 割が物質的支援，約 2 割が精神的支援が役に立ったとしており，支援の対象と
なった人々にとっても高い評価を得ている．ただし，「黒い羽根は役に立ったか」の問いに対し
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